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製造業における研究開発費の開示実態
明神信夫
1.はじめに
企業にとっての研究開発活動は，当該企業の将来の収益性に多大な影響
を与える重要な要索である。総務庁統計局の『科学技術研究調査報告』に
よれば，企業の使用研究投資額は， 1986年度に 6兆1,202億円であったもの
が，1996年度までの10年間に約1.64倍に増大して10兆584億円にまで達して
いる叫これは，近年のように景気が低迷し経営環境の厳しいなかにあって
も，研究開発が競争力強化の源泉であるとしてその投資を重視しているこ
とのあらわれであろう。
しかしながら，このような研究開発活動の重要性を背景としての研究開
発投資額の増大にもかかわらず，わが国の会計規定には，研究開発費に相
当する用語として試験研究費，開発費，技術研究費はあるが，米国の会計
基準や国際会計基準等のようには研究開発活動の範囲や研究・開発の定義
が明確化されておらず，たんに繰延資産として計上が容認されている試験
研究費およぴ開発費の範囲と要件を定めているのみとなっている。このた
め，研究開発活動の範囲の解釈に恣意性が介入したり，さらには試験研究
費およぴ開発費の繰延資産への計上が任意となっていることなどから，研
1)総務庁統計局編『平成9年科学技術研究調査報告』 1998年3月， 5,16頁。
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究開発費の会計実務は極めて多様なものとなっていて，研究開発活動ある
いは研究開発費の規模等につき，内外企業間の比較を行うことが困難であ
るなどの指摘がなされている。それゆえに，国際的調和の観点からの会計
処理基準の整備とともに，企業の研究開発活動ならぴに研究開発費に関す
る適切な情報開示が必要とされているのである(2)0
したがって本稿では，わが国のこの研究開発費に関する開示の実態につ
いて明らかにすることを目的として，研究開発活動の盛んな製造業に焦点
を当て，平成8年10月期から平成9年9月期までの間に決算を迎えた企業
の有価証券報告書による調査結果（以下「有報調査」という）をまとめた
ものである。また，この調査結果を補うために，平成9年9月に実施され
た会計基準国際化対応調査研究グループによる「会計基準国際化対応動向
調査」（以下「国際化調査」という）（3）の調査結果も利用している。「有報調
査」では，「国際化調査」を利用するために，「国際化調査」の回答企業431
社のうちの製造業275社を「有報調査」の調査対象企業とした。ただし，有
価証券報告書の研究開発活動区分に10社が「特記事項なし」と記載してい
るため，実質的な調査対象企業数はこの10社を除いた265社である。
ところで，平成10年3月13日付で企業会計審議会より「研究開発費等に
係る会計基準の設定に関する意見書」（以下「意見書」という）（4）が公表され
た。この「意見書」では，企業の研究開発に関する適切な情報提供，企業
間の比較可能性及び国際的調和の観点から，会計基準の整備が行われたも
のであり，平成11年4月1日以後開始する事業年度からこの会計基準が適
用される予定になっている。したがって，本稿の調査結果は，当然のこと
として会計基準改正前の企業の実態を示している。
2)企業財務懇談会「研究開発費に係る会計処理基準の検討にあたっての論点の整理」
平成9年 (1997年） 6月6日。
3)会計基準国際化対応調査研究グループ代表松尾幸正「会計基準国際化対応動向調査
報告」『関西大学商学論集j第43巻第1号， 1998年4月。
4)企業会計審議会「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」平成10年 3
月13日。
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2.研究開発費に関する会計規定等の概要
(1)試験研究費，開発費，技衛研究費について
わが国では研究開発費に関連する用語として，企業会計原則，財務諸表
等規則（以下，財規という），財務諸表等規則取扱要領（以下，財規要領と
いう）等には試験研究費，開発費，技術研究費の規定がある。これらは次
のように規定されている。
「開発費とは，新技術または新経営組織の採用，資源の開発，市場の開拓等のため支
出した費用，生産能率の向上又は生産計画の変更等により，設備の大規模な配置替を行
った場合等の費用をいう。ただし，経常費の性格を持つものを含まないものとする。」（財
規要領103)
「試験研究費とは，新製品又は新技術発見のために行う試験研究のため特別に支出し
た費用をいい，企業が現に生産している製品又は採用している製造技術の改良のため常
時行う試験研究のための費用を含まないものとする。」（財規要領104)
「技術研究費一新製品又は新技術の開拓等の費用で，企業全般に関するものは，一般
管理費として，当該費用を示す名称を付した科目を記載しなければならない。ただし，
一般管理費と区別して販売費及び一般管理費の次に別に掲記することができる。」（財規
86,原価計算基準39)。
上記の試験研究費と開発費に関する規定は，繰延資産として計上するこ
とのできる試験研究費と開発費の範囲を定めたものであり，また技術研究
費に関する規定は表示方法について規定されたものに過ぎない。したがっ
て，米国の会計基準や国際会計基準等のように，研究開発の定義や研究開
発活動の範囲，研究開発費の構成要索などを明確に定めた規定ではない。
また，開発費のうち，新経営組織の採用，資源の開発，市場の開拓あるい
は設備の大規模な配置替を行った場合等の費用は，米国の会計基準や国際
会計基準等では研究開発費の範囲に入っておらず，国際的調和の観点から
問題のあるところである。
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(2)研究開発費に関する繰延資産について
この試験研究費およぴ開発費が経常的な性格のものではなく特別に支出
したものであれば，わが国ではこれらを繰延資産として貸借対照表に計上
することができる（商法第286条ノ 3,財規36,財規要領103,104)。これらを資産
として計上することができる理由を企業会計原則注解15では，試験研究費
および開発費を「将来の期間に影響する特定の費用」であるとして，「これ
らの費用は，その効果が及ぶ数期間に合理的に配分するため，経過的に貸
借対照表上繰延資産として計上することができる。」と規定している。商法
等の規定では，繰延資産として計上することが強制ではなく経営者の任意
であることから，前述したように研究開発費の会計実務は極めて多様なも
のとなっていて，研究開発活動あるいは研究開発費の規模等につき，内外
企業間の比較を行うことが困難であるとの指摘がなされている原因の 1つ
となっている。
(3)研究開発費に関する販売費及ぴ一般管理費区分への開示について
「販売費及び一般管理費」への関係費目の記載に関して，財務諸表等規
則第85条は次のように規定している。
「販売費及び一般管理費は，適当と認められる費目に分類し，当該費用を示す名称を
付した科目をもって掲記しなければならない。ただし，販売費の科目又は一般管理費の
科目に一括して掲記し．その主要な費目及び金額を注記することを妨げない。」
また，上記規定のただし書にもとづく記載を行う場合に関して，財務諸
表等規則取扱要領第178は次のように規定している。
「販売費の科目及び一般管理費の科目に明確に区分することが困難なときは，これら
を一括して販売費及び一般管理費の科目で掲記し．販売費に属する費用と一般管理費に
属する費用のおおよその割合を注記することができるものとする。」
このように，損益計算書本体の販売費及ぴ一般管理費区分に，販売及ぴ
一般管理業務に関して発生した費用を適当と認められた費目に分類して記
載することが原則であるが．その他に損益計算書本体には「販売費」の合
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計額と「一般管理費」の合計額を記載しておき，損益計算書の注記事項に
その主要な費目と金額とを記載すること，あるいは損益計算書本体に「販
売費及ぴ一般管理費」の合計額を記載しておき，損益計算書の注記事項に
販売費に属する費用と一般管理費に属する費用のおおよその割合と，その
主要な費目と金額を記載することも認められている(5)。
販売費及ぴ一般管理費の区分に記載する費目を決定するにあたっては，
原価計算基準38において，販売費及び一般管理費は，原則として形態別分
類を基礎とし，さらに必要に応じて機能別分類を加味して分類することを
求めている。機能別分類の結果である技術研究費については，前述したよ
うに，企業全般に関するものは一般管理費に属するものとして記載すべき
であるが，一般管理費と区別して販売費及び一般管理費の次に別に掲記す
ることができるという表示方法が財務諸表等規則86及び原価計算基準39に
おいて規定されている。
後述するように，研究開発費を販売費及び一般管理費の区分に記載する
にあたっては，研究開発活動によって発生する費用を，機能的分類の結果
としての研究開発費あるいは技術研究費という科目名で金額の記載を行っ
ている企業もあれば，研究開発活動によって発生する費用を，たとえば給
料，減価償却費等の科目に含めてしまうことによって，研究開発費あるい
は技術研究費という科目名では記載していない企業もあるのである。
昭和54年度にH本会計研究学会スタディグループによって研究開発費の
会計処理に関する実態調査が行われた。そこでは研究開発費の会計実務の
多様さについて次のように述べられている。
「大部分の会社は一般管理費中の給与等に算入したり，損益計算書中の
5) 日本公認会計士協会編『決算開示トレンドー有価証券報告書500社の実態分析』中央
経済社292頁によれば， 1997年度の500社の実態調査では「販売費及び一般管理費の
項目をそれぞれ掲記」している企業は290社，「販売費，一般管理費で表示し，その
内訳を注記」している企業は41社，「販売費及び一般管理費で表示しその割合を注記」
している企業は143社，「その他」の企業は26社である。
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技術研究費に集計したり，あるいは製造原価に算入する方法を採用してお
り，一部をこれらの方法で処理している会社も含めると 9割以上の会社が
これらの 3方法のいずれかによっていることになる。しかし，これらが現
在の主要な方法であるとしても，研究開発費の会計実務は決して統一され
ているわけではない。……各費目に11~12通りもの会計方法が使用されて
おり， しかも，それらの方法は全費目に一様に適用されてはいないのであ
る。費目によって処理方法は異なるし，またその方法は会社によって異な
る。したがって，この点だけからしても，研究開発費の会計実務は極めて
多様だといわなければならない。」 (6)
このように，販売費及び一般管理費への研究開発費の記載方法は統一さ
れているわけではなく，それ故に各企業の記載方法ならびに集計方法は多
様なものとなる原因をつくっていることになり，後述するように研究開発
活動あるいは研究開発費の規模等についての企業間比較を行うことが非常
に困難になっているのである。
(4)繰延資産に関する重要な会計方針の開示について
「重要な会計方針」の記載は，代替的な会計処理方法が認められている
事項について，企業が採用した会計処理方法の内容を明示させることによ
り，投資家が財務諸表を的確に理解できるようにしようとの趣旨によるも
のである。財務諸表等規則第8条の 2は，繰延資産の処理方法等を「重要
な会計方針」として記載することを要求している。これは，試験研究費や
開発費等の繰延資産項目を繰延資産に計上し一定期間にわたって償却する
か，又は支出時に全額費用として処理するかについて企業の選択が認めら
れているために，企業がこれらのうちいずれの方法を採用したかを開示さ
せようとの趣旨によるものである。
繰延資産項目についての会計処理は，棚卸資産の評価や固定資産の減価
6)岡部孝好稿「研究開発費の会計処理に関する実態調査結果の概要」，植野郁太編『研
究開発費会計』関西大学出版部，昭和57年3月刊， 200頁。
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償却等と異なり，毎期行われるとは限らない。それ故に，繰延資産に関す
る会計方針は，繰延資産項目について実際に会計処理を行っている事業年
度についてのみ，その内容を「重要な会計方針」として記載すればよいこ
とになっているが，繰延資産に計上し，一定の期間内に均等額を償却して
いる場合には，償却期間にわたって「重要な会計方針」の記載を行う必要
がある（企財審査NEWS3-1号， JICPAジャーナルVol.3 No. 4)。なお，会計
処理を行った繰延資産項目の金額に重要性が乏しい場合には，「重要な会計
方針」での記載を省略することができる（財規第8条の2ただし書）。
繰延資産の処理方法に関する重要な会計方針の記載にあたっては，いか
なる繰延資産項目について会計処理を行ったかが分かるように，具体的な
繰延資産項目名を示して明瞭に記載する必要がある（財規要領14,企財審査
NEWS 3-1号）。開示する事項は次の通りである（財規要領13)。
(a漏延資産として計上することが認められている試験研究費等を支出時に
全額費用として処理する方法を採用している場合には，その旨を記載す
る。
(b)試験研究費等を繰延資産に計上しているときは，償却の基準を記載する。
この場合において，商法の規定する最長期間に毎期均等額を償却するこ
ととしている場合には，その旨を，その他の方法を採用している場合に
は，償却期間，各期間の償却割合等を記載する。
(5)「研究開発活動」への記載内容について
有価証券報告書では，「第一部企業情報」の「第2事業の概況」のなか
で「3研究開発活動」の区分をもうけ，そこでは研究開発活動の状況につ
いて記載することになっている。この「研究開発活動」においては，当事
業年度における研究開発活動の状況について概括的に説明することとされ
ている（開示省令第三号様式「記載上の注意」（ヌ），開示省令第二号様式「記載上の注
意」（オ）（3)）。この場合における概括的な説明とは，おおむね，研究の目的，
その主要課題，研究成果，研究体制等について，記載可能な範囲で記載す
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ることとし，また，研究開発投資額の記載が可能な場合には，これも合わ
せて「研究開発活動」に記載することが望ましいものとしている。また，
研究開発活動の内容を，事業部門別又は製品別等により記載することが可
能な場合にはこれによることが望ましいものとしている（企財審査ニュース第
39号， JICPA NEWS N o.384)。
このように，有価証券報告書には，企業の研究開発活動の状況がこれま
で述べてきたように「経理の状況」の箇所ばかりでなく，「事業の概況」の
中の「研究開発活動」においても記載されており，そこでは企業の研究開
発活動の状況を記述説明することになっている。しかし，この研究開発活
動の記述説明にあたっては，上記の「記載可能な範囲で記載する」という
説明からもわかるように，その記載内容・範囲は企業の裁量に任されてお
り， しかも研究開発投資額の記載も任意とされている。さらに，後述する
ように，研究開発投資額を記載している企業もあれば研究開発費総額を記
載している企業もあったりして，企業間比較が非常に困難な状況となって
いるのである。この企業間比較を妨げさせている理由の一つに，研究開発
活動に関する情報開示は，企業秘密の観点から障害になるからであるとの
指摘がある。
さて，これまで，わが国の研究開発費に関する会計規定等の概要につい
て述べてきたが，わが国の研究開発費の範囲に関する会計規定は，主とし
て繰延資産として計上することのできる研究開発費の範囲に関する規定で
あり，米国の会計基準や国際会計基準のようには研究開発の定義，研究開
発活動の範囲に関する規定はなく，さらには研究開発費を構成する原価要
索にいたってはほとんど明確な規定がないのが現状である。また，繰延資
産の計上は経営者の任意であること，販売費及び一般管理費への研究開発
費の記載方法ならぴに集計方法は統一されておらず，さらには「研究開発
活動」に関する記述説明は企業の裁量に任されており，研究開発投資額の
記載も任意とされていることから，研究開発活動あるいは研究開発費の規
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模等についての企業間比較は非常に困難なものとなることが容易に予想で
きるのである。
3. 研究開発費情報の開示実態
研究開発活動あるいは研究開発費の規模等についての企業間比較の困難
さについて主として会計諸則等にもとづいて検討して来たが， ここでは，
「はしがき」で述べたように，平成8年10月期から平成9年9月期までの
「有報調査」にもとづいて，有価証券報告書に記載の研究開発費情報の開
示状況について検討することにしよう。
(1)研究開発費の繰延資産への計上について
「有報調査」にもとづけば，貸借対照表に繰延資産として試験研究費も
しくは開発費を計上していた企業は，調査対象企業265社のうちわずか23社
(8.7%）にすぎない。図表1および別表1は， これを業種別にみたもので
ある。これによれば， これらの費用を繰延資産として計上している割合の
高い業種は，
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40.0% 
30.0% 
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ガラス・土石業界が50.0%，次いでその他輸送等の40.0％で
図表1 研究開発費の繰延資産への計上状況
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まった＜繰延資産に計上していない業種としては，食品，パ
ルプ・紙，医薬品，石油，ゴム，鉄鋼，自動車，そして精密機器の 8業種
である。また，繰延資産として試験研究費を計上していた企業は15社，
発費を計上していた企業は7社，試験研究費と開発費の両方を計上してい
た企業は 1社であった。
ある。逆に，
開
(2)販売費及ぴ一般管理費区分への研究開発費等の開示について
同じく「有報調査」によれば，損益計算書の販売費及び一般管理費区分
に機能別分類の結果である研究開発費や技術研究費等の費目を記載してい
た企業は調査対象企業265社のうち174社 (65.7%）であった。 これを業種
これによれば，医薬品と
その他輸送等の業種ではすべての企業において販売費及び一般管理費の区
分に研究開発費等の科目が計上されている。また，ガラス・土石の場合は
83.3%，繊維の場合は76.9％の企業が計上している。割合の低い業種とし
ゴムが25.0%，石油が40.0%，食品と鉄鋼業の場合は50.0％の企業
が計上しているにすぎない。一方，販売費及ぴ一般管理費区分に研究開発
費等の科目を記載していなかった91社は，研究開発活動による費用を形態
別にみれば図表2および別表1のとおりである。
ては，
図表2 一般管還費への研究開発費に関する開示
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製造業における研究開発費の開示実態（明神） (941) 371 
別分類によって，すなわち，給料あるいは減価償却費等の科目に含めるこ
とによる処理を行っているといえよう。研究開発費の会計実務の多様さの
一端を窺うことができるのである。
(3)研究開発費に関する重要な会計方針の開示について
前述したように，財務諸表等規則第 8条の 2は，繰延資産に関する「重
要な会計方針」を開示することを要求している。開示を要求される費用と
は，繰延資産として計上することが認められている費用，たとえば試験研
究費の場合には「試験研究のため特別に支出した費用」のことであり，こ
の費用を繰延資産として計上し一定期間にわたって償却するか，または支
出時に全額費用として処理するかは企業の選択にまかされているため，こ
の二つの方法のいずれを企業が選択したのかを開示させようとするのがこ
の趣旨である。したがって，「企業が現に生産している製品又は採用してい
る製造技術の改良のため常時行う試験研究のための費用」は，繰延資産と
して計上することが認められていない費用であり，それ故にこの費用の会
計処理方法を「重要な会計方針」には開示する必要がないのである。この
ため，企業が研究開発活動を行っていても，「重要な会計方針」にはその会
計処理方法を開示していない企業もあるのである。
「有報調査」によれば，研究開発費に関する重要な会計方針を開示して
いた企業は265社のうちの92社 (34.7%) （別表 1を参照のこと）であった。
このうち「繰延資産として計上」している旨を記載していた企業は23社で
あったから，残りの69社は，繰延資産として計上することが認められてい
る費用ではあるが「支出時に全額費用として処理」していた企業というこ
とになる。さらに，調査対象企業265社から重要な会計方針を開示していた
92社を差し引いた残りの173社の研究開発費は，「経常費の性格をもつ開発
費」や「常時行う試験研究のための費用」であり，繰延資産として計上す
ることが認められていない費用であると解釈できるかもしれない。
さて，図表3と別表1により，研究開発費に関する重要な会計方針を開
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図表3 研究開発費に関する会計方針の開示
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示していた企業について業種別にみてみよう。会計方針の開示を行ってい
た割合の高い業種は，医薬品とガラス・土石であり，ともに83.3％であっ
た。次にはその他輸送等の60.0％であった。一方，食品の場合はわずか12.5
％であり， 全く開示のなかった業種は，パルプ・紙であった。
(4)「研究開発活動」への記載内容について
有価証券報告書には，「研究開発活動」の区分をもうけ，
年度における研究開発活動の状況について概括的に記述説明することとさ
そこには当事業
また，研究開発投資額の記載が可能な場合には，これも合わせて「研
究開発活動」に記載することが望ましいものとされている。
「有報調査」では，まず「研究開発活動」への研究開発費（及ぴ研究開
発投資額）の開示の有無について調査を行った。研究開発費（及ぴ投資額）
の開示を行っていた企業は， 265社のうち201社(75.8%) （別表1を参照の
4分の 3の企業が開示を行っていることになる。これを図
表4と別表 1にもとづいて業種別に調べてみるならば，調査対象企業のす
べてが開示を行っていた業種は，医薬品，ゴム，ガラス・土石，その他輸
そして精密機器の 5業種にも上ることがわかる。逆に，最も開示率
れ，
こと）であり．
送等，
図表4
製造業における研究開発費の開示実態（明神）
研究開発活動区分への研究開発費総額等の開示状況
(943) 373 
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20. 
の低かった業種は， 自動車の47.1％であった。また， この金額の開示して
いる201社のうち，研究開発投資額と明確に記載して金額を書いていた企業
は5社にすぎず， 195社のほとんどは研究開発費総額と記載していた。残り
1社は，研究開発費と研究開発投資額の両方を記載していた。したがって，
企財審査ニュース第39号では研究開発投資額を記載することが望ましいと
されていたのであるが，調査対象企業のうちの73.6％の企業が研究開発投
資額ではなく，研究開発費を記載していたのである。
また，
が，
この「研究開発活動」に記載してある研究開発費（及び投資額）
一般管理費に記載されている研究開発費等の額と同じであるかどうか
も調べてみた。両方に金額の記載してあった148社のうち同額であった企業
は66社 (44.6%），異なる額であった企業は82社 (55.4%）であった。 した
がって，異なる額の企業の場合には， 一部の費目を研究開発費等の額に入
れ，他を給料等の費目に入れていることになる。
このように，「研究開発活動」には研究開発投資額を記載している企業も
あれば研究開発費総額を記載している企業もあり， さらには， これらの金
額が一般管理費に記載の研究開発費等の金額と同じ企業もあれば，
企業もあったりと，研究開発活動に要した研究開発の規模の点で企業間比
異なる
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較が非常に困難な状況となっている。
(5)研究開発費データ無記載の状況
投資額）
さてこれまでは，有価証券報告書記載の研究開発費情報の開示状況に関
して，研究開発費の繰延資産への計上，一般管理費への研究開発費等の開
示，研究開発費に関する重要な会計方針の開示，そして「研究開発活動」
への記載に関する状況について検討を行ってきた。しかし，重要な会計方
針の開示データを除く 3つの金額データ，すなわち，研究開発費の繰延資
一般管理費に研究開発費等として計上さ
れている金額データ，およぴ「研究開発活動」への研究開発費総額（又は
としての金額データのすべてにわたって明示していない企業もあ
産への計上に係わる金額データ，
る。この中には日本の代表的な企業も含まれている。「有報調査」によれば，
調査対象企業265社のうち36社 (13.6%)が，この研究開発活動の規模をし
めす金額データを全く示していないのである（別表1を参照のこと）。
次にはこの状況を業種別にみてみることにしよう。図表5および別表1
このような企業の割合が最も高い業種は自動車であり， 35.3%
の企業がそれに該当する。次いで，非鉄金属等の30.4％となる。その一方
で，医薬品，ゴム，ガラス・土石，その他輸送等，
によれば，
そして精密機器の 5業
図表5 研究開発費に関する金額データの記載のない状況
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製造業における研究開発費の開示実態（明神） (945) 375 
種の場合には，それに属するすべての企業が何らかの金額データの開示を
行っている。
さて，これまで「有報調査」にもとづいて，有価証券報告書に記載の研
究開発費情報の開示状況に関して検討を行ってきた。そこでは，一般管理
費に記載される研究開発費の会計実務の多様さ，「研究開発活動」区分にみ
られたように研究開発活動に要した研究開発の規模の点からの企業間比較
の困難さがみられたり，さらには研究開発活動の規模をしめす金額データ
をどこにも明示していない企業さえあったのである。
4.研究開発費情報の開示と企業の意識
前述したように研究開発費に関する情報は，現在，損益計算書の一般管
理費として，また一部の企業では貸借対照表において繰延資産として記載
されている。さらには，有価証券報告書の「事業の概況」の中で研究開発
活動の状況が記述説明されているとともに，研究開発費総額（又は投資額）
の記載も任意ではあるが記載している企業は 8割弱もある。また「有報調
査」では行わなかったが，ごく一部の企業では製造原価明細書の脚注に研
究開発費等を経費の内訳として記載してもいる。しかし，研究開発費の会
計実務の多様さ，企業間比較の困難さ等のあることはこれまで「有報調査」
で指摘してきたところである。では，企業は研究開発費に関するこのよう
な開示をどのような考慮・意識にもとづいて決定してきたのであろうか。
この点を，研究開発費と企業秘密に係わる意識，売上高当期利益率に係わ
る意識，ならぴに「国際化調査」にもとづいた会計処理方法選択配慮要因
にもとづいて検討することにしよう。
(1)研究開発費情報の開示と企業秘密
研究開発費の企業間比較を妨げている理由の一つに，研究開発活動に関
376 (946) 第 43 巻第 4 号
する情報開示は，企業秘密の観点から障害になるからであるとの指摘があ
る。昨年度実施した「国際化調査」では，「研究開発費に含められる費用の
内容が明確に定義された場合に，企業間比較を可能にするため研究開発費
用の総額を有価証券報告書で開示することは，企業秘密の観点から障害に
なる」かどうかを尋ねた。製造業の結果は図表6に示しているように，「障
害になる」と回答している企業は30.0％であり，「障害にならない」と回答
している企業は46.2％である。それゆえに，「障害になる」と回答している
企業は全体の 3分の 1弱にすぎないのである。〗こ□1ご言：］［了：戸言[. | 
さらに図表7~11は，この「国際化調査」と「有報調査」とをクロス分
析することにより，有価証券報告書に記載の研究開発費情報と企業秘密の
観点からの障害可能性とを調査した結果のグラフである。図表7は「有報
調査」による繰延資産の計上に関する調査と「国際化調査」による障害可
能性に関する調査とをクロス分析したものである。繰延資産に計上してい
る企業の場合，障害にならないと回答している企業と障害になると回答し
ている企業とを比較した場合， 2倍の多さで障害にならないと回答する企
業の方が多くなっている。一方，繰延資産に計上していない企業の場合に，
障害にならないと回答している企業の割合 (46.7%）は，繰延資産に計上
している企業のその割合 (52.2%) よりも低くなり，逆に繰延資産に計上
している企業で障害になると回答している企業の割合 (26.1%）よりも繰
延資産に計上していない企業で障害になると回答している企業の割合
(30.2%)は高くなり，繰延資産に計上していない企業の場合に障害にな
らないと回答している企業と障害になると回答している企業との差は約
1.5倍にまで縮小している。このことは，図表8の一般管理費への研究開発
製造業における研究開発費の開示実態（明神） (947) 377 
費の開示と障害可能性，そして図表9の会計方針の開示と障害可能性の場
合でも同様のことがいえるのである。
このような傾向は，図表10の「研究開発活動」区分への研究開発費（又
は投資額）の開示と障害可能性との関係，さらには図表11の研究開発費に
関する金額データ記載の有無 (1カ所以上に記載している企業と全ての箇
所で記載していない企業）と障害可能性との関係においてはもっと顕著に
現れている。たとえば，図表11の場合では，研究開発費のデータを有価証
券報告書内の 1カ所以上に記載している企業の場合には，企業秘密の観点
から障害になると回答している企業は26.8％であるのに対し，障害になら
ないと回答している企業は51.3％である。一方，有価証券報告書内の全て
の箇所で研究開発費の金額データを記載していない企業の場合にあって
は，障害になると回答している企業は50.0％に上昇し，逆に障害にならな
いと回答している企業は22.2％にまで減少している。このことは，研究開
発費の金額データを 1ヵ所以上に記載している企業の場合には，企業秘密
の観点から開示することは障害にならないと感じている企業が非常に多
図表7 繰延資産の計上と障害可能性
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図表8 一般管理費への研究開発費の開示と障害可能性
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図表9 会計方針の開示と障害可能性
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製造業における研究開発費の開示実態（明神） (949) 379 
図表10 「研究開発活動」への研究開発費用総額等の開示と障害可能性
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図表11 研究開発費の金額データと障害可能性
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く，逆に研究開発費のデータを全く表面に出していない企業の場合には，
障害になると感じている企業の方が非常に多くなっている。したがって，
380 (950) 第 43巻第 4 号
研究開発費の開示には企業秘密の観点からの障害可能性が影響を及ぽして
いるといえよう。
(2)研究開発費情報の開示と売上高当期利益率
周知のように，研究開発費を繰延資産として計上し一定期間にわたって
償却するのと，支出時に全額費用として処理するのとは企業利益に与える
影響は異なるし，さらにはこれらのうちどちらの会計処理方法を選択する
かは経営者の裁量にまかされている。それゆえに，経営者によるこれらの
会計処理方法の選択は企業利益に重要な影響を与えることになる。したが
って，経営者がこれらの会計処理方法のうちの 1つを選択するにあたって
考慮する要因の一つとして企業利益をあげることができるであろう。図表
12は，研究開発費を繰延資産に計上するにあたって企業利益への考慮があ
るかどうかを検討するために，繰延資産計上企業と売上高当期利益率との
クロス分析を行った結果である。また，これと同時に，一般管理費に研究
開発費等を独立科目として記載している企業，会計方針を開示している企
業，「研究開発活動」区分への研究開発費（又は投資額）の記載企業，そし
て研究開発費等の記載が一切ない企業，このような企業と企業利益との関
わりについてもクロス分析を行い，その結果を同じく図表12に示している。
図表12 研究開発費情報と売上高当期利益率
繰延資産への 一般管理費に 会計方針の開 「研究開発活 研究開発費等
計上企業 独立科目とし 示企業 動」への研究 の記載が一切
て記載企業 開発費等の記 ない企業
載企業
社 ％ 社 ％ 社 i% 社 i% 社：， ％ 
最上位 2 8.7 56 32.2 29 : 31.5 56 : 27.9 4 ! 1 1.1 
上位 5 21. 7 41 23.6 18 ! 19.6 51 ; 25.4 8 i 22.2 
下位 7 30.4 45 25.9 24 i 26.1 54 i 26.9 6 i 16. 7 
最下位 ， 39.1 32 18.4 21 : 22.8 40 : 19.9 181 50.0 
合計 23 100.0 174 100.0 92 : 100.0 201 : 100.0 36: 100.0 
製造業における研究開発費の開示実態（明神） (951) 381 
なお，売上高当期利益率は，調査対象企業の1996年8月期～1997年6月期
の決算数値にもとづいて算定しており，それを利益率の最も高い企業から
最も低い企業へと順に並べ，それを均等に四分割したものを利益率の最も
高い区分から，最上位，上位，下位，最下位，と名称を付けている。
この図表12によれば，一般管理費に研究開発費等を独立科目として記載
している企業会計方針を開示している企業，そして「研究開発活動」区
分に研究開発費（又は投資額）を記載している企業の場合には，売上高当
期利益率の最上位区分に最も多くの企業が入り，逆に最下位区分に入る企
業はそれよりも数が少ないということがわかる。一方，繰延資産に計上し
ている企業と研究開発費等の金額データの開示を一切行っていない企業の
場合では，売上高当期利益率が悪くなるにしたがい企業数が増えているこ
とがわかる。
したがって，業績の良い企業ほど研究開発費に関するデータを開示する
傾向が強く，逆に業績の悪い企業の場合には研究開発費の実態が見えにく
くなっている。また，業績が悪くなるほど繰延資産に計上する企業が増え
ていく。
(3)研究開発費情報の開示と「国際化調査」による会計処理方法選択配慮
要因
これまで研究開発費情報の開示と，企業秘密さらには売上高当期利益率
との関係について検討を行ってきた。企業がその会計処理方法等を選択す
るに際して考慮する要因は，これらだけではないであろう。「国際化調査」
では，会計処理方法を選択するに際して，実態開示，利益の安定性，業界
慣行などのそれぞれについて各企業が配慮しているかどうかを尋ねてい
る呪「有報調査」とこの「国際化調査」の会計処理方法選択配慮要因とを
クロス分析した結果が図表13である。
7)会計基準国際化対応調査研究グループ「前掲論文」 93-94,98, 116, 125頁。
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図表13 研究開発費情報と「国際化調査」による会計処理方法選択配慮要因
調査対 実態開示 利益安定 業界慣行 配当政策 税務政策 株価動向
象企業 性
社 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 
会計方針
記載あり 92 69 75.0 57 62.0 22 23.9 17 18.5 59 64.1 2 2.2 
------------------------------“------------------------------------
記載なし 173 130 75.1 100 57.8 28 16.2 39 22.5 78 45.1 17 9.8 
一般管理費
記載あり 174 141 81.0 103 59.2 32 18.4 37 21.3 88 50.6 10 5.7 
------------------＇三一疇.--疇• -----------------------------------
記載なし 91 58 63.7 54 59.3 18 19.8 19 20.9 49 53.8 9 9.9 
繰延資産
記載あり 23 17 73.9 16 69.6 4 17.4 5 21. 7 14 60.9 0 0.0 
------------------'---~-囀-------------------------------
記載なし 242 182 75.2 141 58.3 46 19.0 51 21.1 123 50.8 19 7.9 
研究開発活動
記載あり 201 156 77.6 127 63.2 37 18.4 46 22.9 108 53.7 14 7.0 
疇囀・----------------
--------------------- ー』囀→幽- ~ _囀―----．＿ ＿ ~囀• 帽• - -』._ ---'------
記載なし 64 43 67.2 30 46.9 13 20.3 10 15.6 29 45.3 5 7.8 
研究開発費額
記載あり 229 177 77.3 139 60.7 43 18.8 51 22.3 119 52.0 15 6.6 
----------------- -------------------- ------------------
全く記載なし 36 22 61.1 18 50.0 7 19.4 5 13.9 18 50.0 4 11.1 
製造業全体 265 199 75.1 157 59.2 50 18.9 56 21.1 137 51. 7 19 7.2 
この図表13によれば，会計処理方法を選択する際に配慮する要因として
「実態開示」を選んだ企業の割合は，研究開発費を「一般管理費に独立科
目として記載」している企業 (81.0%），およぴ「研究開発活動区分に研究
開発費総額等を記載」している企業 (77.6%），それ故に「研究開発費の金
額データを記載」している企業 (77.3%）の方が，それぞれ「記載してい
ない」企業よりも高いことがわかる。「利益の安定性」を選んだ企業の割合
の高いのは，研究開発費を「繰延資産として計上」している企業 (69.6%),
そして「研究開発活動区分に研究開発費総額等を記載」している企業 (63.2
％）である。「業界慣行」を選んだ企業の割合については，「会計方針を記
載」している企業 (23.9%）の方が記載していない企業よりも高いのに対
し，「一般管理費に独立科目として記載」していない企業 (19.8%), 「繰延
資産として計上」していない企業 (19.0%), 「研究開発活動区分に研究開
製造業における研究開発費の開示実態（明神） (953) 383 
発費総額等を記載」していない企業 (20.3%），そして「研究開発費の金額
データ」を全く記載していない企業 (19.4%）の方が，それぞれ記載して
いる企業よりいずれも割合は高いのである。これと同じような傾向は「株
価動向」の場合でもいえるのである。この「株価動向」の場合には，いず
れの研究開発費情報も「記載していない」企業の方が，「記載している」企
業よりいずれも高い割合となっている。「税務政策」では，「繰延資産とし
て計上」している企業の方が，計上していない企業よりも割合が高いこと
に注目することができる。
さて，このように「実態開示」，「利益の安定性」，「税務政策」は，調査
対象企業の半数以上が配慮要因として選択しており， しかも，研究開発費
の開示に関する企業の意思決定にもいくらかの影響を与えていると考えら
れる。一方，「業界慣行」を選択した企業は18.9％にすぎないが，業種によ
っては，この要因は大きな影響を与えていると考えられる。たとえば，自
動車業界は，研究開発費の額を全く知ることのできない企業の割合が最も
高く（図表5およぴ別表1を参照のこと），調査対象企業17社のうち「研究
開発費の金額データ」を全く記載していない企業は 6社であった。この 6
社のうちの 4社 (66.7%) までが「業界慣行」を会計処理方法選択配慮要
因として選択している。このように「業界慣行」は，「実態開示」のように
多くの企業が配慮する要因ではないが，業種によっては重要な影響を与え
るものといえよう。
5. おわりに
さてこれまで，わが国の製造業に焦点を当て，その有価証券報告書に記
載の研究開発費情報に関する開示の実態について明らかにすることを目的
として検討をおこなってきた。そこではまず最初に，「有報調査」にもとづ
いて，有価証券報告書に記載の研究開発費情報の開示状況について検討を
行い，次いで，企業は研究開発費に関する開示をどのような考慮・意識に
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もとづいて決定してきたのかを，企業秘密に係わる意識，売上高当期利益
率に係わる意識，そして会計処理方法選択配慮要因に関連して，クロス分
析を行うことによる検討を行ってきた。本稿を閉じるにあたって，これま
で検討してきた内容をまとめておくことにする。
まず最初の「有報調査」にもとづいた研究開発費情報の開示状況に関す
る検討では，一般管理費に記載される研究開発費の会計実務の多様さ，「研
究開発活動」区分にみられたように研究開発活動に要した研究開発の規模
の点からの企業間比較の困難さがみられたし，さらには研究開発活動の規
模をしめす金額データをどこにも示していない企業さえもがあったのであ
る。
このことは，わが国の研究開発費に関する会計規定は，主として繰延資
産として計上することのできる研究開発費の範囲に関する規定であり，米
国の会計基準や国際会計基準のように，研究開発の定義，研究開発活動の
範囲の規定はなく，研究開発費を構成する原価要索にいたってはほとんど
明確な規定がないということ，また，繰延資産の計上は経営者の任意であ
り，さらには「研究開発活動」に関する記述説明は企業の裁量に任されて
おり，研究開発投資額の記載も任意とされていることに原因があると思わ
れる。ここに国際的調和の観点から，さらには比較可能性を高める観点か
らの会計基準の整備が求められる原因がある。
では，このような不十分で自由裁量を許す研究開発費に関する会計規定
のもとで，各企業が自らの研究開発費情報を開示するにあたってはいかな
る要因にもとづいたのであろうか。このことを検討するために行ったのは，
「有報調査」にもとづく研究開発費情報と「国際化調査」にもとづいた企
業の意識とに関するクロス分析である。この分析では次の事柄が判明した。
(a)研究開発費の開示には企業秘密の観点からの障害可能性が影響を及ぼ
している。とりわけ，研究開発費の金額データをまったく開示してい
ない企業の場合に，障害になると感じている企業の割合は，障害にな
らないと感じている企業の割合の 2倍以上となっており，その影響は
製造業における研究開発費の開示実態（明神） (955) 385 
大きい。
(b)業績の良い企業ほど研究開発費に関するデータを開示する傾向が強
く，逆に業績の悪い企業の場合には研究開発費の実態が見えにくくな
っている。また，業績が悪くなるほど繰延資産に計上する企業が増え
ていく。
(c)実態開示，利益の安定性，税務政策は，研究開発費の開示に関する企
業の意思決定にもいくらかの影響を与える会計処理方法選択配慮要因
と考えられる。また，「業界慣行」等を配慮要因とした企業は少ないが，
業種によっては重要な配慮要因となっている。
上記の企業秘密の観点からの障害可能性，業績の良否，実態開示等は，
企業が研究開発費に関する開示をどのように行うかを決定するにあたって
考慮する要因といえるであろう。しかし，本稿で検討してきた要因は限ら
れたものである。現実にはさらに多くの要因が複雑に絡み合って企業経営
者の意志決定に影響を与えているものと考えられる。さらなる検討が必要
であろう。
ところでこのたぴ，平成10年3月13日付で企業会計審議会より「研究開
発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」が公表された。これは，国
際的調和の観点・比較可能性を高める観点から会計基準の整備が行われた
ものであり，平成11年4月1日以後開始する事業年度から適用される予定
になっている。本稿ではこれまで，わが国研究開発費の会計規定の不十分
さについて説明し，その開示状況を検討することにより，比較可能性を高
める必要性のあることを示唆してきた。それゆえに，このたぴの「意見書」
の公表はまことに意義深いものがある。しかし，「意見書」に示された比較
可能性を高めるということの成否は，今後， 日本公認会計士協会が関係者
と協議のうえ作成することになっている具体的な実務指針の成果に依存す
ると思われる。新しく登場するであろう実務指針に期待をしたい。
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調査対
象企業
数（注）
社
食品 16 
繊維 13 
パルプ・紙 4 
化学工業 32 
医薬品 12 
石油 5 
ゴム 4 
ガラス・土石 6 
鉄鋼業 8 
非鉄金属等 23 
機械 43 
電気機器 56 
自動車 17 
その他輸送等 5 
精密機器 8 
その他製造 13 
総計 265 
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別表 1
繰延資産 一般管理 研究開発
への計上 費への研 費に関す
究開発費 る会計方
等の開示 針の開示
社：， ％ 社！， ％ 社：＇ ％ 
0: 0.0 8: 50.0 2: 12.5 
1[ 7.7 10[ 76.9 3! 23.1 
o! o.o 3＇ : 75.0 o! o.o 
3: 9.4 23: 71.9 10: 31.3 
o! o.o 12: 100.0 10! 83.3 
o! o.o 2! 40.0 2! 40.0 
o! o.o 1＇ : 25.0 1， : ， 25.0 
3: 50.0 5: 83.3 5: 83.3 
0: 0.0 4: 50.0 3: 37.5 
1 i 4.3 14i 60.9 5 i 21. 7 
6! 14.0 26i 60.5 14! 32.6 
6: 10.7 39i 69.6 22: 39.3 
o! o.o 9! 52.9 4! 23.5 
2i 40.0 5 ! 1 0 0. 3[ 60.0 
o! o.o 5 i 62. 5 4! 50.0 
1: 7. 7 8: 61.5 4: 30.8 
23: 8.7 174: 65.7 92: 34.7 
「研究開 研究開発
発活動」へ 費の金額
の研究開 記載なし
発費の開
ホ
社：＇ ％ 社:， % 
14: 87.5 2: 12.5 
10[ 76.9 3! 23.1 
3＇ : 75.0 1 i 25.0 
27: 84.4 3: 9.4 
12:100.0 o! o.o 
4! 80.0 1! 20.0 
4， :＇ 100.0 o! o.o 
6: 100.0 0: 0.0 
6: 75.0 2: 25.0 
14! 60.9 7i 30.4 
27＇ : 62.8 6i 14.0 
42: 75.0 4i 7.1 
8: 47.1 6: 35.3 
5 i 100. 0 o! o.o 
8＇ :100.0 01 0.0 
11: 84.6 1: 7.7 
201! 75.8 36: 13.6 
（注）調査対象企業数総計の265社は，「国際化調査」による製造業275社から，有価証券
報告書の「研究開発活動」に「特記事項なし」と記載してある10社を除いた数値である。
